
 

（様式６） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 

処分基準（不利益処分関係） 

 

資料番号 １３－２ 担当課 子育て支援課 

法令名 児童扶養手当法 根拠条項 １３の３ 
不利益処

分の種類 
支給の制限 

○児童扶養手当法（昭和三十六年十一月二十九日法律第二百三十八号） 

第十三条の三 受給資格者（養育者を除く。以下この条において同じ。）に対する手当は、支給開 

始月の初日から起算して五年又は手当の支給要件に該当するに至つた日の属する月の初日から 

起算して七年を経過したとき（第六条第一項の規定による認定の請求をした日において三歳未 

満の児童を監護する受給資格者にあつては、当該児童が三歳に達した日の属する月の翌月の初 

日から起算して五年を経過したとき）は、政令で定めるところにより、その一部を支給しない。 

ただし、当該支給しない額は、その経過した日の属する月の翌月に当該受給資格者に支払うべ 

き手当の額の二分の一に相当する額を超えることができない。 

２ 受給資格者が、前項に規定する期間を経過した後において、身体上の障害がある場合その他 

の政令で定める事由に該当する場合には、当該受給資格者については、厚生労働省令で定める 

ところにより、その該当している期間は、同項の規定を適用しない。 

 

○ 児童扶養手当法施行令（昭和三十六年十二月七日政令第四百五号） 

（法第十三条の三第一項の規定により支給しない手当の額） 

第七条 受給資格者（法第十三条の三第一項に規定する受給資格者をいう。以下この条及び次条 

において同じ。）に対する手当について、同項の規定により支給しない手当の額は、月を単位と 

して、支給開始月（法第七条第一項に規定する支給開始月をいう。）の初日から起算して五年又 

は手当の支給要件に該当するに至つた日の属する月の初日から起算して七年を経過した日（法 

第六条第一項の規定による認定の請求をした日において三歳未満の児童を監護する受給資格者 

にあつては、当該児童が三歳に達した日の属する月の翌月の初日から起算して五年を経過した 

日）の属する月の翌月以降に法第十三条の三の規定の適用がないものとして法の規定により支 

給すべき手当の額に二分の一を乗じて得た額（その額が同条第一項ただし書に規定する当該受 

給資格者に支払うべき手当の額の二分の一に相当する額を超えるときは、当該相当する額）と 

し、これらの額に十円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

（法第十三条の三第二項の政令で定める事由） 

第八条 法第十三条の三第二項に規定する政令で定める事由は、次に掲げる事由とする。 

一 受給資格者が就業していること又は求職活動その他厚生労働省令で定める自立を図るため 

の活動をしていること。 

二 受給資格者が別表第一に定める障害の状態にあること。 

三 前号に掲げる事由のほか、受給資格者が疾病又は負傷のために就業することができないこ 

とその他の自立を図るための活動をすることが困難である事由として厚生労働省令で定める 

事由があること。 

別表第一（第一条、第八条関係） 

一 両眼の視力の和が〇・〇八以下のもの 

二 両耳の聴力レベルが九〇デシベル以上のもの 

三 平衡機能に著しい障害を有するもの 



四 そしやくの機能を欠くもの 

五 音声又は言語機能に著しい障害を有するもの 

六 両上肢のおや指及びひとさし指又は中指を欠くもの 

七 両上肢のおや指及びひとさし指又は中指の機能に著しい障害を有するもの 

八 一上肢の機能に著しい障害を有するもの 

九 一上肢のすべての指を欠くもの 

十 一上肢のすべての指の機能に著しい障害を有するもの 

十一 両下肢のすべての指を欠くもの 

十二 一下肢の機能に著しい障害を有するもの 

十三 一下肢を足関節以上で欠くもの 

十四 体幹の機能に歩くことができない程度の障害を有するもの 

十五 前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状 

が前各号と同程度以上と認められる状態であつて、日常生活が著しい制限を受けるか、又は 

日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの 

十六 精神の障害であつて、前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

十七 身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であつて、その状態が前 

各号と同程度以上と認められる程度のもの 

（備考）視力の測定は、万国式試視力表によるものとし、屈折異常があるものについては、 

矯正視力によつて測定する。 

 

○児童扶養手当法施行規則（昭和三十六年十二月七日号外厚生省令第五十一号） 

（令第八条第一号に規定する求職活動等） 

第二十四条の五 令第八条第一号に規定する求職活動は、公共職業安定所、母子家庭就業支援事 

業若しくは父子家庭就業支援事業を実施する機関、特定地方公共団体又は職業紹介事業者にお 

いて就職に関する相談等を受けたこと、求人者に面接したことその他就業するための活動とす 

る。 

２ 令第八条第一号に規定する厚生労働省令で定める自立を図るための活動は、次に掲げるもの 

とする。 

一 公共職業能力開発施設、専修学校等に在学していることその他の職業能力の開発及び向上 

を図るための活動 

二 法第二十八条の二第一項又は第二項の規定による相談、情報の提供、助言又は支援を受け、 

就業し、求職活動をし、又は前号に掲げる活動を行うこと。 

３ 令第八条第三号に規定する厚生労働省令で定める事由は、次の各号に掲げる事由とする。 

一 受給資格者が疾病、負傷又は要介護状態にあることその他これに類する事由により就業す 

ることが困難であること。 

二 受給資格者が監護する児童又は受給資格者の親族が障害の状態にあること又は疾病、負傷 

若しくは要介護状態にあることその他これに類する事由により受給資格者がこれらの者の介 

護を行う必要があり就業することが困難であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 


